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司法書士／駒澤大学  田沼 浩 

 

 [4] 比較検証 

（2）通産省案と文化庁案⑮ 

（参照）アメリカの特許における発明の着想、実施、継続の立証方法としてのラボノート

について⑦ 

記録されたラボノートの保管等について、ラボノートの管理者は、研究者がラボノート

を適切に使用していることと、適切に記録を保管していること（レコードキーピング）を

定期的に検査することになる。また、物理的な損傷や改変を避けるために、ラボノートは

安全な場所に保管されることになる。 

アメリカが先発明主義から先願主義に移行していることから、発明日を特定できたラボ

ノートは大きな意味を持たなくなっている。しかし、研究者による研究のねつ造、偽造、

記録の改変を防ぐという意味で、手書きのラボノートが日本でも注目されている。ラボノ

ートは研究者による研究そのものを証明するために利用されるようになっている。 

情報通信技術（ICT）を誰もが簡単に使えるようになったことは、科学の発展に役立つ一

方、容易に痕跡を残さずに情報をねつ造、偽造、改変できることで、「負の部分」も見える

ようになってきた。手書きのラボノートが見直されるようになったのは、皮肉なことであ

る。ラボノートの活用は、改めて倫理の重要性とデジタル化に逆行する対策の有用性を思

い知らされるものである。 
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